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1.目的 
本計画は、下関市が「市民が継続的に利用したくなる、利便性の高い公共交通サービスを安定的

に提供する」ことを目標に掲げ、地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿を明らかにするマ

スタープランとして、令和 7 年 6 月に策定した「下関市地域公共交通計画」に定めた基本方針と施策

に基づき、利用者の利便の増進に資する取組について、具体的な利便増進事業を定めるものです。 

 

 

2.実施区域 
本計画の実施区域は、下関市全域とします。 

 

 

3.実施予定期間 
本計画の実施予定期間は、令和 8 年度（2026 年度）～令和１１年度（20２９年度）までの４年間と

します。 

なお、本計画の内容は、下関市地域公共交通計画と連動しながら適宜見直しを行うものとします。 
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4.計画の位置づけ 
本計画は、下関市の最上位計画である「下関市総合計画」及び都市計画の方針である「下関市都市

計画マスタープラン」を踏まえ、「下関市立地適正化計画」等の各分野における計画との整合・連携を

図り、令和 7 年 6 月に策定した「下関市地域公共交通計画」に基づくものです。 

 

 

図 1．１　計画の位置づけ（下関市地域公共交通利便増進実施計画） 
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1.事業の方向性 

1.１ 地域公共交通計画の目標と基本方針 

下関市地域公共交通計画では、「市民が継続的に利用したくなる、利便性の高い公共交通サービ

スを安定的に提供する」ことを達成すべき目標として掲げ、その実現に向け、「まちづくりと連動した

持続可能な公共交通ネットワークの構築」、「地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスの

アップデート」、「共創によってみんなで支える公共交通の実現」の 3 つの基本方針を定めました。 

これらの基本方針に基づき、目標達成に向けた施策に取り組むこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 達成すべき目標

 市民が継続的に利用したくなる 

利便性の高い公共交通サービスを 

安定的に提供する

 

 

 基本方針Ⅱ

 
地域公共交通の 

リ・デザインによる 

公共交通サービスの 

アップデート

 

 

 基本方針Ⅰ

 

まちづくりと連動した 

持続可能な公共交通 

ネットワークの構築

 

 基本方針Ⅲ

 

共創によって 

みんなで支える 

公共交通の実現

 目標達成に向けた施策

 1）既存の地域公共交通体系の

アップデート 

2）地域公共交通のリ・デザイン 

3）メリハリのある公共交通の

運用・支援 

4）バス走行環境の改善 

5）利用しやすい・わかりやす

い公共交通の利用環境 

6）まちのにぎわい創出

 目標達成に向けた施策

 1）コンパクトプラスネットワー

クのまちづくりを支える　

公共交通体系の再構築 

2）交通結節点における利便性

の強化 

 目標達成に向けた施策

 1）多様な分野との連携促進 

2）利用しやすい公共交通サー

ビスの推進 

3）公共交通の利用促進 

4）環境負荷を低減する取組の

推進 

5）市民の公共交通へのニーズ

把握

図２．１　達成すべき目標・基本方針・目標達成に向けた施策（下関市地域公共交通計画）
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1.２ 基本方針の考え方 

下関市地域公共交通計画では、コンパクトプラスネットワークのまちづくりを推進するため、公共

交通ネットワークを「幹線」「支線」「生活交通」に分類し、それぞれの役割に応じて路線の再編を進め

ながら、サービス水準の向上や地域の実情に応じた様々な交通モードにより、維持・確保を図ってい

くこととしています。 

 

表２．１　公共交通ネットワークの分類（下関市地域公共交通計画） 

 
※1：幹線・支線の区間については、表中に示すいずれかに該当する路線とする。 
※2：特定の都市機能施設とは、病院、商業施設等をいう。 

 

 

 分類 区間（※1） 方向性
 幹線 ●JR 山陽本線、JR 山陰本線 

●下関市都市計画マスタープランにおける 
・都市拠点同士を結ぶ主要路線 
・都市拠点と地域拠点を結ぶ主要路線 
・都市拠点と集落拠点を結ぶ主要路線 

●下関市立地適正化計画における都市機能誘導
区域及び居住誘導区域の区域内を運行し、　
運行本数が片道概ね 30 本／日以上の路線 

交通モード：鉄道、路線バス 
・路線の維持・確保 
・サービス水準の維持・向上 
・利便性の向上 
・結節機能強化

 支線 ●下関市都市計画マスタープランにおける 
・都市拠点同士を結ぶ幹線以外の路線 
・都市拠点と地域拠点を結ぶ幹線以外の路線 
・都市拠点と集落拠点を結ぶ幹線以外の路線 
・地域拠点同士を結ぶ路線 
・集落拠点同士を結ぶ路線 

●本市拠点と隣接他市を結ぶ路線 
●特定の都市機能施設（※2）へアクセスすることを

目的とした路線 

交通モード：路線バス、生活バス等 
・幹線を補完 
・必要なサービス水準を検討し、
路線の維持・確保 

 生活 
交通

●上記の幹線及び支線に属さない路線 
 

交通モード：路線バス、生活バス、
タクシー等 

・日常生活機能の維持・確保 
・交通不便地域における移動を確保 
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図２．2　公共交通ネットワークの分類イメージ（下関市地域公共交通計画） 
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資料：R4 鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通 GTFS データ

（R6.3 時点）、ブルーライン交通 GTFS データ（R6.4 時

点）、下関市生活バス HP、下関市都市計画基礎調査結果（令

和４年度）、下関市 

図２．3　公共交通ネットワーク図（下関市地域公共交通計画） 
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1.３ 目標達成に向けた施策 

下関市地域公共交通計画の目標達成と本市が目指す公共交通ネットワークの構築に向け、［１］ま

ちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築、［２］地域公共交通のリ・デザインによる

公共交通サービスのアップデート、［３］共創によってみんなで支える公共交通の実現の 3 つの基本

方針に基づく具体的な施策に取り組むこととしています。 

あわせて表の中で利便増進事業として実施していく施策（表中☆印）を示しています。 

 

表２．２　目標達成に向けた施策（下関市地域公共交通計画） 

 

 

 

 ［１］まちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築

 施策群 取組施策

 1）コンパクトプラスネットワークのまちづくりを支える公共交通体系の再構築

 ①　公共交通ネットワークの再構築

 ②　地域拠点と最寄り駅までのアクセス確保

 ③　中心市街地等における循環バス導入の検討

 ④　駅を中心としたまちづくりによる公共交通の再編

 2）交通結節点における利便性の強化

 ①　乗り継ぎ環境の向上（結節点機能の強化）

 ②　鉄道駅におけるバリアフリー化

 ［２］地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスのアップデート

 施策群 取組施策

 1）既存の地域公共交通体系のアップデート

 ★ ①　生活バス路線の再編・維持

 ②　タクシーの利用環境改善

 ③　外出支援サービス等の継続

 ④　離島航路の運航

 2）地域公共交通のリ・デザイン

 ①　新たな地域コミュニティ交通の導入検討

 ②　新技術・デジタル技術の活用

 3）メリハリのある公共交通の運用・支援

 ①　需要に応じた車両の選択（小型化）

 ②　運転手等担い手不足への対応

 4）バス走行環境の改善

 ① バス専用・優先レーンの順守
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 施策群 取組施策

 5）利用しやすい・わかりやすい公共交通の利用環境

 ①　ノンステップバスの導入促進

 ②　情報提供による利便性の向上

 ③　バス停の待合環境整備拡大

 ④　わかりやすい運賃体系の構築

 ⑤　バスのフリー乗降制度の導入検討

 ⑥　バスのキャッシュレス決済導入による利便性向上と運営の効率化　

 ⑦　貨客混載のバス運行の導入検討

 6）まちのにぎわい創出

 ①　サイクルトレインによる利便性向上

 ［３］共創によってみんなで支える公共交通の実現

 施策群 取組施策

 １）多様な分野との連携促進

 ①　多様な関係者による共創（連携・協働）

 ②　JR 山陰本線を活用した利用促進の継続

 ③　割引切符や企画切符の継続

 ④　観光しやすい移動手段の確保

 ２）利用しやすい公共交通サービスの推進

 ①　公共交通への転換の推進

 ３）公共交通の利用促進

 ①　公共交通利用促進策の実施

 ②　交通安全教育等の実施

 ③　モビリティ・マネジメントの実施

 4）環境負荷を低減する取組の推進

 ①　環境配慮型車両・設備等の導入

 ５）市民の公共交通へのニーズ把握

 ① 市民へのアンケート等の実施
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1.４ 実施する事業 

本計画で実施する事業は、下関市地域公共交通計画で定めた「目標達成に向けた施策」のうち、地

域における公共交通ネットワークの再編を行う取組に加え、運賃・ダイヤ等の見直しも含め、利用者

の利便の増進に資する取組を対象としています。 

利便増進事業は、地方公共団体が地域公共交通網の整備を図るために行う事業であり、地方公共

団体が公共交通事業者等へ支援を行うことにより実施を促進するものです。 

 

 



12 

 

2.利便増進事業 
 

(１) 豊田地域 

利便増進事業及び対象路線は、以下に示すものになります。 

 

 

 

 

 

表２．３　対象路線（豊田地域） 

 

■現状 

・これまで豊田地域の生活バスは、1 日 3 便、時刻表に沿った時間での予約制で、特定の地域で決

まった４区域（杢路子線、一の俣線、今出線、一の瀬線）で運行していました。 

・令和７年１０月から、４区域の統合を行い、１つの区域として運行を行う実証運行を開始しました。

運行回数は１日３便の時刻表に沿った時間での予約制から、営業時間内であればいつでも乗降

車ができるよう変更し、実証開始前に比べ利用者数は大幅に増加しています。 

・あわせて、人工知能（ＡＩ）を活用することにより、複数の利用者の予約に対しリアルタイムでルー

トを最適化し、目的地へ効率的に移動するＡＩオンデマンドバスの実証運行を行っています。 

・また、乗客と貨物を生活バスに混載して運送する貨客混載サービスの実証運行を行っています。

生活バスでの乗客の運送に加え、利用者が対象店舗に電話等で注文した商品が、生活バスを利

用して自宅に届けられます。 

 

■利便増進事業の内容 

・令和８年１０月より豊田地域における地域内移動の利便性向上のため、４区域の統合を行い交通

空白地のないよう豊田地域全域を１つの区域として運行を行う、生活バス運行体系の見直しを本

格導入します。 

・生活バスによる移動の利便性を向上させることにより、公共交通の利用促進や外出機会の増加

を図り、まちのにぎわいの創出や健康増進を目指します。 

 
対象路線

実施 
主体

項目 事業内容

 杢路子線

下関市
・生活バス運行体系の

見直し

豊田地域における地域内

移動の利便性向上のた

め、これまでの４区域と運

行区域外を加えた統合を

行い、豊田町全域を１つの

区域として運行を行う

 一の俣線

 今出線

 

一の瀬線

［２］地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスのアップデート 

施策群　1）既存の地域公共交通体系のアップデート 

取組施策　①　生活バス路線の再編・維持 

・生活バス運行体系の見直し
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表２．４　運行概要と新旧対照表（豊田地域） 

 

 

 

 

 
項目 内容

 

運行のねらい

・４区域の統合を行い、１つの区域運行とし、地域内フィーダー系統に

位置付ける 

・豊田地域内全域を運行区域とし、地域内の交通空白地を解消する 

・地域内で乗り換えが不要となり、円滑な移動を提供する

 
運行事業者 下関市

 
事業の種類 自家用有償旅客運送

 
利便増進事業の位置付け

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

第２条第１３号イ（３）

 
項目

内容

 旧 新

 

運行区域

杢路子線 

一の俣線 

今出線 

一の瀬線

豊田線

 

運行日
平日、土曜日 

（日・祝日・年末年始を除く）

平日、土曜日 

（日・祝日・年末年始を除く）

 

運行回数 1 日各 3 便

8 時 15 分～16 時 15 分 

上記時間内であれば、制限

なく予約に応じた運行
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図２．５　豊田地域（利便増進事業：生活バス） 

 

 

事業実施後

事業実施前
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3.事業の実施主体と実施スケジュール 
 

各施策の実施主体は交通事業者と下関市が中心となり、道路管理者や地域団体、民間事業者等と

連携して取り組みます。 

 

 

表２．５　事業の実施主体と実施スケジュール 

 

 

 

 

 
利便増進事業 実施地域 実施主体

R８ 

年度

R9 

年度

R10 

年度

R11 

年度

 ・生活バス運行体系の見直

し
豊田地域 下関市

準備期間

実施、運行期間
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(１) 地域公共交通ネットワークの維持・確保に向けた支援 

路線バスなどの公共交通網を維持・確保するため、国・県との役割分担のもと、交通事業者に対し

て運行経費を支援します。 

また、事業の実施に伴い必要となる交通結節点における乗り継ぎ環境の向上を目指します。 

 

 

(２) 運転手等担い手不足への対応・支援 

運転手等の担い手不足に対し、第二種運転免許取得に係る費用の助成や就労後の支援など、公共

交通の人材確保に資する取組を支援します。 

 

 

(３) 公共交通の利用促進の支援 

公共交通の利用促進に係る施策、交通安全教室や意識啓発の取り組みを実施します。 

また、公共交通の利用促進や運行情報などに関する、市民や利用者に向けたホームページ、SNS、

市報等の市のメディアなどを通じた情報発信を支援します。 

 

 

(４) 市民の公共交通へのニーズ把握 

公共交通に関する市民アンケート等を随時実施し、市民のニーズを把握し施策に反映します。 
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本計画の事業実施にあたっては、国等の各種財政支援（社会資本整備総合交付金、地域公共交通

確保維持改善事業費補助金など）を活用しつつ、地方公共団体と交通事業者を含む関係者で適切な

役割分担を図りながら、必要な資金を確保して実施します。 

なお、金額は現時点での見込み額であり、今後の詳細検討の過程で精査を進めていきます。 

 

表４．１　事業実施に必要な資金額と調達方法 

※策定時点では未確定であるものの、実施のタイミングで資金調達を適切に行うものとする 

 

 

項目
事業費 

（百万円）
調達主体

調達額（百万円）

 R８ 
年度

R9 
年度

R10 
年度

R11 
年度

合計

 
利
便
増
進
実
施
事
業

・生活バス運行体系
の見直し

１２０

下関市 ２７ ２７ ２７ ２７ 1０８

 

フィーダー
補助（国）

3 3 3 3 12

 

下
関
市
に
よ
る
支
援

地域公共交通ネット
ワークの維持・確保に
向けた支援

1,４４８ 下関市 3６２ 3６２ 3６２ 3６２ 1,4４８

 
運転手等担い手不足
への対応・支援

５２ 下関市 13 13 13 13 ５２

 
公共交通の利用促進
の支援

― 下関市 ― ― ― ― ―

 
市民の公共交通への
ニーズ把握※ ― 下関市 ― ― ― ― ―
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本計画に位置付けた事業の実施により、以下の効果が見込まれます。 

 

表５．１　事業の効果 

 

 

これらの効果により、「下関市地域公共交通計画」に定めた目標値である、市民のバス利用率向上

及び地域公共交通の収支差改善への効果が期待されます。 

 

表５．２　下関市地域公共交通計画による目標値 

 

 

・生活バス運行体系の見直し

 項目 実施前 実施後 事業の効果

 

年間利用者数
２，５９３人　 

（令和６年度）　

９，６００人　 

・豊田地域全域をカバーすること

による交通空白地の解消 

・地域内全域へ乗り換えることな

く移動が可能となる利便性向上 

・決まった時間による運行から、

営業時間であれば制限なく予約

に応じた運行による利便性向上 

・利便性向上に伴い、利用者の大

幅な増加（年間約７，０００人）

 

収支率 １．３％　 ３．１％　

・生活バス利用者の増加による収支

率の改善 

・収支率の改善による持続可能な公

共交通ネットワークの構築

 評価指標 基準値（R5） 目標値（R11）

 
1

市民のバス利用率 

市民の鉄道利用率

9.4％ 

8.5％

10.2％ 

9.2％

 2 コミュニティ交通オンデマンド路線数 5 路線 5 路線

 3 地域公共交通の利用者数（年間） 24,245 千人 現状維持

 4 地域公共交通の収支差 △1，126 百万円 1％改善

 
5

公的資金投入額 

（市民 1 人当たりの市の財政負担額）
1,490 円 1,620 円
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本計画の着実な遂行に向けては、下関市地域公共交通協議会を中心とした PDCA サイクルを用

いた評価・見直しを継続して行います。 

 

(１) 関係市との連携 

広域的な幹線バス路線の再編など、隣接市にまたがる路線については、交通事業者や周辺自治体

との協議を行い、路線のあり方や財政的な支援のあり方について検討を進めます。 

 

(２) 事業の進捗管理 

毎年の事業進捗状況と成果指標の動向を確認し、その結果を踏まえて施策の改善や見直しを検討

します。 

 

(３) 市民ニーズの反映 

地域の意見を十分に反映した上で再編を実施するため、市民からの公共交通に関する意見・要望

調査を随時実施し、計画の見直しに活用します。 

 

(４) 新技術・デジタル技術の導入検討 

AI オンデマンド交通や自動運転などの新技術の導入を検討し、利便性と運行効率性の向上を図り

ます。 

 


